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監査概要書　留意事項及び記載例
日本公認会計士協会
監査概要書・実施報告書の電子提出
にかかるプロジェクトチーム
この監査概要書　留意事項及び記載例は、日本公認会計士協会に提出される監査概要書（写）等の記載が統一されていないため、データとして入力した場合に正確な統計情報を得ることが難しいことから、ルール化を図る必要があると考え、監査概要書の「記載上の注意」をもとに、監査証明府令・同ガイドライン、内部統制府令・同ガイドラインを考慮し、当プロジェクトチームで検討し、構成員の事務所の意見を踏まえ作成したもので、当プロジェクトチームの意見具申書「監査概要書等の電子提出について」（平成22年3月25日理事会承認）の添付資料としたもので、ご参考になるものと考え、公表するものです。

監査概要書等の提出期限

監査概要書の写し等の提出期限は事業年度経過後4か月以内に本会に提出しなければならないと規定されております。3月決算の場合は7月末日が提出期限となりますが、提出期限にかかわらず、できる限り早めにご提出いただきたくお願いいたします。

提出書類の訂正等について

提出した監査概要書の記載に誤りが生じていた場合又は有価証券報告書の訂正報告書によって訂正報告書に関する監査を行い、監査概要書を財務局等へ提出した場合はその写しを協会にもご提出ください。
有価証券報告書に訂正が生じた場合の財務局等への監査概要書の提出について

　　　財務諸表等を訂正した場合には、監査証明を受けなければならず（金商法第193条の２、監査証明府令1条１５・17号）、監査を行った監査法人等は監査概要書を提出する必要があります。（監査証明府令5条）とされておりますので、監査概要書を提出した場合は日本公認会計士協会にその写しのご提出をお願いします。
　（注）　協会あて一旦ご提出いただいた書類（事務所の控えは除く）は、法定監査関係書類等取扱細則第10条により返還いたしませんので、ご留意ください。

提出方法

　　(1)　 電子提出システムにより提出（ID・パスワードが必要です。）
　　　　（金融庁はe-Gov電子申請システムを利用する方法（電子証明が必要。）
　　(2)　　書類（紙）による提出
虚偽証明・不当証明に対する懲戒処分等
　◎　公認会計士・監査法人に対する懲戒処分等の考え方（処分基準）について
別紙

Ⅰ　虚偽証明・不当証明に対する懲戒処分等
　○　個別事情による加重・軽減
	項　目
	内　　　容
	加重・軽減

	行為者の意識・行為等の態様
	○隠蔽行為の有無

・監査調書を改ざんする等の隠蔽行為を行った場合

・監査概要書に監査実施状況について不実の記載を行っていたような場合
	加重

加重


１．一般的事項の記載について

ａ　共同監査の場合には、監査人（監査契約を締結している公認会計士又は監査法人をいう。第一号様式から第三号様式までにおいて同じ。）それぞれの氏名及び共同監査である旨を記載すること。

ｂ　監査概要書提出前一年内に監査法人の名称に変更があった場合にはその旨を付記すること。

ｃ　監査を行った財務諸表等に係る事業年度又は連結会計年度を記載すること。

５－１ 府令第５条の規定により提出する監査概要書、中間監査概要書、四半期レビュー概要書並びにファンド及び信託財産に係る監査等概要書（以下「監査概要書等」という。）について、複数の被監査会社に係る監査概要書等をその提出期限ごとに一括して提出する場合には、一括して提出する各被監査会社の監査概要書を編綴して、公認会計士又は監査法人の印を監査概要書等の表紙にのみ押印して提出することに留意する。この場合において、同一の公認会計士、監査法人又は監査事務所その他適当な単位で一括して提出することができることに留意する。

　一括提出・提出期限ごとに複数の被監査会社の監査概要書を一括して提出することができる。

　　　　　複数の被監査会社の財務諸表の監査に係る監査概要書を一括して提出する場合には、表紙に当該会社の会社名及び当該会社の提出した有価証券届出書又は有価証券報告書に付された会社の番号を列記すること。
綴り方：表紙と個別の監査概要書を取り外せる状態すること。個別の監査概要書はEDINETコード順に整理するため。表紙とともに袋綴じにはしないこと。
　　監査概要書は、個々の企業の有価証券報告書等の審査のために使用するものであることから、個別の監査概要書を取り外せる状態としていただきたい。

　　（JICPAジャーナル　No.573　APR. 2003 監査証明府令等の改正について）
　提出年月日：提出期限は当該監査概要書に係る監査報告書の作成日の翌月の末日までであるので、通常提出日は監査報告書の作成日の翌月の末日までの提出日の日付を記載することになる。
　　　（監査証明府令第5条第3項）
　あて先：(1)　有価証券報告書等提出日現在で資本金50億円未満の上場会社及び非上場会社

　　　　　　→　財務局長（福岡財務支局長を含む）

　　　　　 (2)　(1)以外の会社　→　関東財務局長

　　　　　  （企業内容等の開示に関する内閣府令第20条第1項、第2項。）

会社の番号：EDINETコード（“E”で始まるコード、ファンドは“G”で始まるコード）
　　ファンド及び信託財産については、ファンド及び信託財産自体の監査と、その委託会社や受託会社の財務諸表の監査があるが、委託会社等の財務諸表の監査に係る監査概要書は、普通の会社と同じく第一号様式及び第二号様式となる。（JICPAジャーナル　No.573　APR. 2003 監査証明府令等の改正について）

記載例
	第一号様式

監　査　概　要　書（表紙）
平成21年7月31日提出

　　関　東　　財務（支）局長　殿

公認会計士の事務所名及び氏名又は
監査法人の名称(1)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　○　○　監査法人　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事務所又は監査法人の所在地
東京都千代田区○○　×丁目×番×号　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号
　03-×××-××××　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
被監査会社名の一覧(2)

　　○○株式会社　　　　　　　　　　(番号　E×××××)
　　○○株式会社　　　　　　　　　　(番号　E×××××)
　　○○株式会社　　　　　　　　　　(番号　E×××××)
　　○○株式会社　　　　　　　　　　(番号　E×××××)
（本書面の枚数　　表紙共　　　枚）


	


２．会社名、監査人名、事業年度、連結会計年度の記載
　会　社　名：有価証券報告書等と一致しているか。会社名変更の場合は旧社名を（旧　○○株式会社）とする。
　　　　　　　有価証券報告書提出日後から監査概要書の提出日までに会社名が変更になった場合は新会社名を（新　○○株式会社）のようにしてください。

　会社の番号：EDINETコード（“E”から始まる６桁のコード。）

　　　ファンドの場合は“G”で始まる６桁コード
　　　
　事業年度及び連結会計年度：

　１．有価証券報告書等と事業年度が一致しているか。

　２．連結財務諸表の監査証明を行っている場合には、連結会計年度の記載もすること。
記載例

	監　　査　　概　　要　　書

会社名　　　○○株式会社（番号　E×××××）

公認会計士の氏名又は監査法人の名称

　　　○　○　監査法人　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

財務諸表　　　　　事業年度　　第　○○　期　平成○○年○○月○○日から平成○○年○○月○○日まで
連結財務諸表　　　連結会計年度　　　　　　　平成○○年○○月○○日から平成○○年○○月○○日まで
内部統制報告書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成○○年○○月○○日現在


３．監査人の状況
ａ　「監査責任者等の氏名等」には、監査人が監査法人ではない場合には監査人たる公認会計士の氏名及び連続して監査人であった会計期間を記載し、監査人が監査法人である場合には業務執行社員、指定社員又は指定有限責任社員の氏名及び連続して監査に関与した会計期間を記載すること。

５－２ 第１号様式記載上の注意(3)ａの規定による監査責任者等の氏名の記載は、監査人が監査法人である場合において、監査証明が指定証明又は特定証明に係るものではないときは業務執行社員の氏名を記載し、監査証明が指定証明又は特定証明に係るものであるときは指定社員又は指定有限責任社員の氏名を記載することに留意する。なお、指定社員又は指定有限責任社員の中に業務を執行しない者がいる場合には、その旨を記載することを妨げない。

（注）
· 　平成15年公認会計士法改正に伴い設けられ、公認会計士法改正附則第13条及び第24条の規定により、継続的監査の制限は、平成16年4月1日以後開始する会計期間から計算するとの経過措置が設けられているが、監査概要書に関しては経過措置は特に設けられておらず、改正後の監査証明府令により提出する監査概要書から、その時点での連続して関与した会計期間を記載することとなる。
　　（JICPAジャーナル　No.584　MAR． 2004 監査証明府令の改正について）
· 　「連続して監査に関与した会計期間」には、ローテーションの対象となる監査関連業務（公認会計士法第2条第1項の業務、監査法人の行う同項の業務にその社員として関与すること（審査等）及び補助者として指定社員又は指定有限責任社員と同程度以上に実質的な関与をしていると認められる業務）を行った場合の会計期間が含まれる。

· 指定社員又は指定有限責任社員（業務執行社員）となる直前の会計期間において、関与会社の審査員等であった場合には、その会計期間を「連続して監査に関与した会計期間」に含めることに留意する。

　【協会にご提出いただく監査概要書に関して】（協力のお願い）
　　　監査責任者の氏名の後ろ等に「登録番号」を記載可能であればご記入いただきたい。
　　　　財務局に提出の監査概要書には登録番号を記載しないでください。
記載例
	第一部　監査人等の概況

1　監査人の状況(3)

(1)監査責任者等の氏名

氏　　名
連続して監査人であった会計期間又は

連続して監査に関与した会計期間
備　　考
指定社員　　○○　○○　　12345
５会計期間

公認会計士　○○　○○　　11111
２会計期間

会計期間




ｂ　「補助者の状況」には、補助者の人数及び補助者であって過去において監査責任者又は業務執行社員、指定社員若しくは指定有限責任社員であった者の氏名を記載すること。

　　なお、例えば、公認会計士、会計士補、その他といった区分により記載することも差し支えないこととされている。

　　　（JICPAジャーナル　No.573　APR. 2003 監査証明府令等の改正について）
　　補助者の氏名を記載することとされている理由：継続的監査の制限期限を超えた者が、一定期間を補助者として監査業務に従事し、再度業務執行社員又は指定社員になるようなケースについては、実質的に監査に関与していると認められる場合も考えられるため、記載を求めることとしたものである。

　　（JICPAジャーナル　No.574　MAR. 2004 監査証明府令の改正について）
補助者の状況、監査人等の異動状況で該当がない場合
	該当がない場合
	該当事項なし。


ｃ　「監査人等の異動状況」には、当事業年度の中間会計期間又は前事業年度の監査人又は業務執行社員、指定社員若しくは指定有限責任社員が当事業年度の監査人又は業務執行社員、指定社員若しくは指定有限責任社員と異なる場合に、当事業年度の中間会計期間又は前事業年度の監査人の名称又は業務執行社員、指定社員若しくは指定有限責任社員の氏名を記載すること。（「監査人」とは、監査契約を締結している公認会計士又は監査法人をいう。記載上の注意（１）ａ）

記載例
	(2)補助者の状況

補助者の人数　　　○○人　
補助者であって過去において監査責任者又は業務執行社員、指定社員若しくは指定有限責任社員であった者の氏名

　該当事項なし。
 (3)監査人等の異動状況

　　　　該当事項なし。


(3)監査人等の異動状況の記載例
（公認会計士が交代した場合）

	前事業年度の公認会計士　○○○○


（指定社員が交代した場合）

	前事業年度の指定社員　○○○○


（監査法人が交代した場合）

	前事業年度の監査人　○○○○監査法人

前事業年度の業務執行社員　○○○○、○○○○


（注）前事業年度、監査責任者が指定社員又は指定有限責任社員の場合、上記の記載例の「業務執行社員」の文言を、「指定社員又は指定有限責任社員」へ変更する。

（指定社員が3名から2名に減少した場合）

	前事業年度の指定社員　○○○○、○○○○、○○○○


(注) 上記は記載例であり、文章形式で記載することもできる。

４．監査契約等の状況
ａ　「監査又は証明業務」欄には公認会計士法第2条第1項の業務に係る報酬を記載し、「その他の業務」欄には公認会計士法第2条第2項の業務に係る報酬を記載すること。

ｂ　「備考」欄には、監査又は証明業務及びその他の業務の内容を簡潔に記載すること。

　５－３ 第１号様式記載上の注意(4)ｂの規定による備考欄の記載においては、

　　　監査又は証明業務としては、

　　　例えば、金融商品取引法監査、中間監査及び四半期レビュー、会社法監査、金融商品取引所の規則による意見表明業務などを記載し、

　　　その他の業務としては、監査又は証明業務以外の業務で、監査業務と同時に行うことができる業務を記載することになることに留意する。

なお、備考欄に記載する業務が多数である場合には、注を付す等により当該記載事項を欄外に記載することができるものとする。

ｃ　特に重要な連結子会社（第5条第1項の規定により監査概要書を提出しなければならない会社を除く。）について、監査人と同一の公認会計士又は監査法人が監査を行っている場合には、その旨及び当該連結子会社に係る監査報酬の額を「(1)監査報酬等の額」の記載に付記すること。⇒「付記する」とは、本事業年度又は前事業年度の監査報酬の額には含めず、追加して記載するという意味である。
　５－４ 第１号様式記載上の注意(4)ｃ及び(7)ｄの規定により付記する「特に重要な連結子会社」には、親会社が持株会社である場合において実質的に中核的事業を行っている連結子会社、連結財務諸表規則第１５条の２に規定する事業の種類別セグメント情報における一のセグメントに係る売上高の大宗を占めている連結子会社その他実質的に連結財務諸表の主要な構成要素となる連結子会社が含まれることに留意する。なお、連結子会社の監査報酬及び監査日数等は欄外又は別に欄を設けて記載することとし、記載する連結子会社が複数ある場合には、個々の連結子会社について区分して記載することもできることに留意する。
（注）監査報酬の記載において、実質的に子会社を含めて同一監査人が監査を受託しているとしても、監査概要書には被監査会社との契約ベースで記載するため、監査契約を別途結んでいる子会社を含めた監査の実態が表されないことが考えられる。そこで、特に重要な連結子会社（別途、個別に監査概要書を提出する会社は除く）について、監査人と同一の公認会計士又は監査法人が監査を行っている場合には、その旨及び当該連結子会社に係る監査報酬の額を付記することとされた。（JICPAジャーナル　No.584　MAR． 2004 監査証明府令の改正について）
記載例
	2　監査契約等の状況(4)

(1)監査報酬等の額

本 事 業 年 度

前 事 業 年 度

備　　考

監査又は証明業務

7,500千円

6,500千円

金融商品取引法監査及び会社法監査
その他の業務

1,000千円

千円

合意された手続によるデュー・デリジェンス業務
付記事項

　特に重要な連結子会社である○○○○、○○○○について、同一の監査人が監査を行っている。当該連結子会社に係る監査報酬の額は次のとおりである。

　
会社名

監査報酬の額

○○○○、○○○○

千円

　　　　　　

個々の連結子会社に区分して記載することもできるガイドライン５－４による場合の例
会社名

監査報酬の額

○○○○

千円

○○○○

千円

　



	【備考欄記載例】

	①　金融商品取引法監査（内部統制監査を含む）、四半期レビュー及び会社法監査

	②　金融商品取引法監査（内部統制監査を含まない）、中間監査及び会社法監査

	③　金融商品取引法監査（内部統制監査を含む）、四半期レビュー、証券取引所の規則による意見表明業務及び会社法監査


ｄ　「監査契約の解除」には、監査報告書を被監査会社に提出した後、監査概要書の提出までの間に監査契約の解除があった場合に、その旨及び理由を記載すること。

　監査人にとって特別な事情がなく、株主総会において監査人が交代した場合には、そのことを記載すれば足りる。

　　（JICPAジャーナル　No.573　APR. 2003 監査証明府令等の改正について）
記載例
	(2)監査契約の解除

　該当事項なし。



（監査人にとって特別な事情がなく、株主総会において監査人が交代した場合）
	（２）監査契約の解除

　任期満了に伴い、当事業年度に係る定時総会終了の時をもって退任しました。




５．品質管理の状況
(5) 品質管理の状況

ａ　意見審査を他の公認会計士又は監査法人が行った場合には、その旨並びに当該公認会計士の氏名又は監査法人の名称及び担当者並びに連続して監査人であった会計期間又は連続して監査に関与した会計期間を記載すること。

ｂ　意見審査を行った監査法人の担当者が指定社員又は指定有限責任社員である場合にはその旨付記すること。

　　当該意見審査について責任をもって対応する者の氏名を明らかにすることが趣旨である。

　　（JICPAジャーナル　No.573　APR. 2003 監査証明府令等の改正について）
記載例
	3　品質管理の状況(5)

(1)品質管理を担当する公認会計士の氏名又は監査法人の部署

品質管理委員会
(2)意見審査を行った公認会計士又は監査法人の担当者の氏名等

○○××　公認会計士



	3　品質管理の状況(5)

(1)　品質管理を担当する公認会計士の氏名又は監査法人の部署

○○××　公認会計士

(2)　意見審査を他の公認会計士又は監査法人が行った場合には、その旨並びに当該公認会計士の氏名又は監査法人の名称及び担当者並びに連続して監査人であった会計期間又は連続して監査に関与した会計期間を記載すること。
○○××　公認会計士　（委託審査）連続して監査人であった会計期間　○○会計期間




６．監査の実施状況等
(6)　監査の実施状況等

「監査の実施状況等」の２から５に掲げる事項の記載は、当該事項に該当する場合に記載すること。
　　（注）該当しない場合等には、記載例のように項目の種類により「該当事項なし。」又は「特に記載すべき事項はありません。」と記入してください。

(7)　監査の実施状況

ａ　「従事者の内訳」中「監査責任者又は業務執行社員」の記載には監査人が監査法人でない場合には監査責任者の人数及び従事日数を記載し、監査人が監査法人の場合には業務執行社員の人数及び従事日数を記載すること。

ｂ　「従事者の内訳」中「その他」には、公認会計士以外の補助者の人数及び従事日数を記載すること。

ｃ　「従事日数又は時間数」には、監査の従事日数又は監査時間のいずれかにより記載すること。

ｄ　特に重要な連結子会社（第5条第1項の規定により監査概要書を提出しなければならない会社を除く。）について、監査人と同一の公認会計士又は監査法人が監査を行っている場合には、当該連結子会社に係る監査における従事日数又は時間数を「監査の実施状況」の記載に付記すること。

５－４ 第１号様式記載上の注意(4)ｃ及び(7)ｄの規定により付記する「特に重要な連結子会社」には、親会社が持株会社である場合において実質的に中核的事業を行っている連結子会社、連結財務諸表規則第１５条の２に規定する事業の種類別セグメント情報における一のセグメントに係る売上高の大宗を占めている連結子会社その他実質的に連結財務諸表の主要な構成要素となる連結子会社が含まれることに留意する。なお、連結子会社の監査報酬及び監査日数等は欄外又は別に欄を設けて記載することとし、記載する連結子会社が複数ある場合には、個々の連結子会社について区分して記載することもできることに留意する。

【内部統制府令・同ガイドライン】

　第８条　公認会計士又は監査法人は、内部統制監査を実施した場合には、財務諸表等の監査証明に関する内閣府令第５条第２項第１号に規定する概要書に、内部統制監査の従事者、監査日数その他内部統制監査に関する事項の概要を合わせて記載するものとする。

　８－１　内部統制府令第８条に規定する内部統制監査に関する事項の概要の記載は、監査証明府令第一号様式において、内部統制監査に係る概要を内書きする形式により行うことができる。

　８－２　従事者、監査日数その他監査に関する事項のうち、財務諸表監査に係る部分と内部統制監査に係る部分を明確に区分して記載することが困難である場合には、監査契約、監査計画等に基づいて合理的に区分した上で記載することができる。この場合には、その旨を併せて記載することに留意する。
【留意事項】プロジェクトにおいては、財務諸表監査と内部統制監査は一体として実施されており、明確に分けることは困難である。内部統制府令本則による合わせて記載することが合理的。との意見が出された。
記載例 　（従事日数又は時間数はできるだけ「時間数」で記載してください。）

	第二部　監査の実施状況等(6)

1　監査の実施状況(7)

従事者の内訳

人数

従事日数又は時間数

監査責任者又は業務執行社員

2

30.5時間

公認会計士

3

120.5時間

その他

5

210.0時間

計

10

361.0時間

　　
　　特に重要な連結子会社の状況は次のとおりである。
会社名

人数

従事日数又は時間数

○○○○

8

200.0時間

○○○○

7

198.5時間




（日数で記載の場合、各事務所の勤務形態等により一概に1日の時間数を決められませんので、記載にあたっては、できる限り時間数で記載してください。ただし、集計の都合上、日数で記載した場合は1日7時間として計算します。（日本公認会計士協会））

（内部統制監査をした場合の記載欄例　概要を合わせて記載）
内部統制府令第8条　の規定による場合
◎　府令本文の規定内部統制監査に関する事項の概要を合わせて記載　
	第二部　監査の実施状況等(6)

1　監査の実施状況(7)

従事者の内訳

人数

従事日数又は時間数

備　　考

監査責任者又は業務執行社員

2

50.0時間
内部統制監査の従事者の人数、従事日数又は時間数を含んでいます。

公認会計士

4

210.0時間
その他

8

270.0時間
計

14

530.0時間



　
※　電子提出システムを利用する場合はシステム的に対応できないため、上記の方法で記載してください。
（内部統制監査をした場合の記載欄例 内書による方法）

内部統制府令・同ガイドライン　８－１　内部統制監査に係る概要を内書きする形式により行うことができる。
	第二部　監査の実施状況等(6)

1　監査の実施状況(7)

従事者の内訳

人数

従事日数又は時間数

うち内部統制監査

人数

従事日数又は時間数

監査責任者又は業務執行社員

2

50.0時間
2

20.0時間
公認会計士

4

210.0時間
3

95.0時間
その他

8

270.0時間
4

120.0時間
計

14

530.0時間
9

235.0時間
（注）　財務諸表監査に係る部分と内部統制監査に係る部分を明確に区分して記載することが困難である部分については、監査計画等に基づいて時間数を按分した上で記載している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（「内部統制府令・同ガイドライン　８－２」の記載例）


（内部統制監査をした場合の記載欄例　区分して記載）

ガイドライン８－２　従事者、監査日数その他監査に関する事項のうち、財務諸表監査に係る部分と内部統制監査に係る部分を明確に区分して記載することが困難である場合には、監査契約、監査計画等に基づいて合理的に区分した上で記載することができる。この場合には、その旨を併せて記載することに留意する。

	第二部　監査の実施状況等(6)

1　監査の実施状況(7)

従事者の内訳

財務諸表監査

内部統制監査

実際

従事

人数

合　　計

従事日数又は
時間数

人数

従事日数又は時間数

人数

従事日数又は時間数

監査責任者又は業務執行社員

2

30.0時間

2

20.0時間

2
50.0時間
公認会計士

3

115.0時間

3

 95.0時間

4
210.0時間
その他

5

150.0時間

4

120.0時間

8
270.0時間
計

10

295.0時間

9

235.0時間

14
530.0時間
（注）　人数及び従事時間数については、財務諸表監査に係る部分と内部統制監査に係る部分を明確に区分して記載することが困難であるため、監査計画等に基づいて合理的に区分して記載した。（「内部統制府令・同ガイドライン　８－２」の記載例）


（注）ガイドラインでは合計は求めておりませんが、財務諸表監査と内部統制監査は一体となっており、人数は財務諸表監査と内部統制監査の両方に従事した人数を控除していないため、実際に従事した人数がわかりません。協会の実施状況調査では、実際に従事した人数により平均時間を算出したいことから実際従事人数及び合計従事日数又は時間数の欄を設けております。
(2)　監査の実施において特に考慮した事項

(8)　ａ　「監査人の交代における引継ぎの有無」には、監査人の交代による初度監査の場合に、前任監査人からの引継ぎの有無及び引継ぎがなかった場合の理由を記載すること。
記載例
	2　監査の実施において特に考慮した事項等(8)
(1)監査人の交代における引継ぎの有無

該当事項なし。



　（前任監査人が死亡した場合）

	2　監査の実施において特に考慮した事項等(8)
(1)監査人の交代における引継ぎの有無

無：前任監査人死亡のため、引継ぎは行われなかった




　（引継があった場合）

	2　監査の実施において特に考慮した事項等(8)
(1)監査人の交代における引継ぎの有無

前任監査人からの引継ぎ：有




(8)　ｂ　「監査計画の策定及び監査手続の実施において特に考慮した重要な事項」には、経営環境の重大な変化、経営上の重大な問題の発生等、当事業年度の監査計画の策定において特に考慮した重要な事項及び監査手続の実施に特に重要な影響を及ぼした事項について記載すること。

５－６ 第１号様式記載上の注意(8)ｂにいう「重要な事項」とは、当期の監査計画の策定又は監査手続の実施における固有リスク及び統制リスクの評価又は監査手続の実施に関して特に重要な事項をいい、監査計画の策定又は監査手続の実施における一般的な重要事項を記載することは要しないことに留意する。
例えば、会社の業務に関して社会的問題として報道された、事件、刑事罰や行政処分、多額の賠償や訴訟、企業再編や経営組織の変更、事業環境の急激な変化、あるいは継続企業の前提に関わる再建計画の修正や債務免除などをはじめとして、通常、何らかの形で投資情報として市場に重要な影響を与えたことが明らかなような事象などは、特に重要な事項として記載されるものと考えられる。

（JICPAジャーナル　No.573　APR. 2003 監査証明府令等の改正について）
記載例
特にない場合
	(2)監査計画の策定及び監査手続の実施において特に考慮した重要な事項

特に記載すべき事項はありません。



（訴訟案件等がある場合）
	(2)監査計画の策定及び監査手続の実施において特に考慮した重要な事項

訴訟に係る処理について：被監査会社グループは、数件の訴訟案件を抱えているため、当該案件に係る処理の妥当性について特に考慮した。

平成○○年に実施された同社株式のＴＯＢにより株式譲渡に関して、平成○×年○月××日に東京地方裁判所に損害賠償請求訴訟を提訴されている。



(8)　ｃ　「内部統制の重要な欠陥に関する経営者等への報告の状況」には、内部統制の重要な欠陥についての経営者等への報告を行った場合に、その概要及び改善の状況について記載すること。

　　参考：監査基準委員会報告書第29号

記載例
	(3)内部統制の重要な欠陥に関する経営者等への報告の状況

特に記載すべき事項はありません。



(8)　ｄ　「重要な不正及び違法行為に関する対処の状況」には、重大な不正及び違法行為を発見した場合に、経営者等への報告の状況、監査計画の修正及び財務諸表への影響の有無等について記載すること。

「重要な不正及び違法行為に関する対処の状況」は、監査基準の実施基準の三　監査の実施４において、「監査人は、監査の実施において不正又は誤謬を発見した場合には、経営者等に報告して適切な対応を求めるとともに、適宜、監査手続を追加して十分かつ適切な監査証拠を入手し、当該不正等が財務諸表に与える影響を評価しなければならない。」とされていることを踏まえた記載事項である。また、日本公認会計士協会から、「不正及び誤謬＜監査基準委員会報告書第10号（中間報告）＞」、「違法行為＜（監査基準委員会報告書第11号（中間報告）＞）などの指針が公表されており、これらを踏まえ、重要な不正や違法行為を発見した場合に記載することとなる。

（注）日本公認会計士協会の監査基準委員会報告書第10号は廃止され監査基準委員会報告書第35　号「財務諸表の監査における不正への対応」にかわっている。

　　平成20年3月25日改正の監査基準委員会報告書第35号「財務諸表の監査における不正への対応」及び同第11号「違法行為」の一部改正については、平成19年6月の公認会計士法等の一部を改正する法律による金融商品取引法の一部改正において、法律違反等事実発見時における監査人の当局への申出制度が設けられたことによる改正となっている。

法律違反等事実：法規委員会研究報告第9号を参照のこと

法令違反等事実を当局へ申出したときは、監査概要書へその旨を記載することについて法令において規定はされていませんが、申出た旨と経緯を記載することが望ましい。監査人の判断によります。
記載例
	(4)重要な不正及び違法行為に関する対処の状況

特に記載すべき事項はありません。



(8)　ｅ　「経営者等とのディスカッションの状況」には、経営者等と行ったディスカッションについて、その対象者及び趣旨を記載すること。

　参考：監査基準委員会報告書第29号

· 　経営者等の範囲については、監査人の判断による。

　また、ディスカッションの趣旨の記載は、その目的や対象事項がわかればよいので、細かい記述は必要ないが、「企業及び企業環境の理解並びに重要な虚偽表示のリスクの評価」その他の指針に沿ったディスカッションについて記載することとなる。

（JICPAジャーナル　No.573　APR. 2003 監査証明府令等の改正について）
会社の実態に応じて、適宜記載内容を検討すること。特に、「監査計画の策定及び監査手続の実施において特に考慮した重要な事項」に記載を行った場合には、当該事項に関して行われた経営者等とのディスカッションについても記載する必要があると考えられる。
記載例
	(5)経営者等とのディスカッションの状況

対象者：代表取締役社長　○○○○氏、財務担当常務取締役　○○○○氏、常勤監査役　○○○○氏

趣　旨：

・監査計画策定のため、主な議題は監査人が考慮すべき企業の事業内容及び企業内外の経営環境等に関する事項、経営課題等について、ディスカッションした。

・不正による財務諸表の重要な虚偽の表示の可能性があるかどうか、また、不正及び誤謬を防止または発見のための内部統制体制の整備状況に係る評価について、ディスカッションした。



	(5)経営者等とのディスカッションの状況

　代表取締役社長○○○○氏と会社の事業内容及び企業内外の経営環境に関連する重要な変化の有無を確かめるためのディスカッションを行いました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



７．他の監査人の監査結果等の利用状況

　(9)　「他の監査人の監査結果等の利用状況」の記載は、重要な子会社等について他の監査人の監査結果を利用した場合に、当該他の監査人の名称及び監査結果を利用した範囲（子会社等の名称を含む。）を記載すること。

記載例
	3　他の監査人の監査結果等の利用状況(9)

該当事項なし。



	以下の連結子会社等について、他の監査人が実施した監査の結果に依拠しました。

（連結子会社）

　　　　会社名　　　　　　監査人の名称　　　　　　利用した範囲

　　　○○○　　　　　　　○○○　　　　　　　　　×年×月×日から×年×月×日に係る財務諸表

（持分法適用会社）

　　　　会社名　　　　　　監査人の名称　　　　　　利用した範囲

　　　○○○　　　　　　　○○○　　　　　　　　　×年×月×日から×年×月×日に係る財務諸表



	下記の連結子会社については、他の監査人の監査結果に依拠している。依拠するに当たっては、他の監査人より監査報告書を入手するとともに、実施した監査手続とその結果の要約について文書により報告を受けている。

　　　　会社名　　　　　　監査人の名称

　　　○○○　　　　　　　○○○


８．監査意見等に関する事項
(10)　ａ　「監査意見」には、無限定適正意見、意見の除外に係る除外事項を付した限定付適正意見、監査範囲の制約に係る除外事項を付した限定付適正意見又は不適正意見若しくは意見を表明しなかったかを記載すること。

意見の種類

(1)　無限定適正意見

(2)　意見の除外に係る除外事項を付した限定付適正意見

(3)　監査範囲の制約に係る除外事項を付した限定付適正意見

(4)　不適正意見

(5)　意見を表明しなかった
記載例
	4　監査意見等に関する事項(10)
(1)監査意見

無限定適正意見



　
内部統制監査を含む場合
　(1)　財務諸表監査と内部統制監査を含めている場合
	（１）監査意見

　　無限定適正意見




　(2)　財務諸表監査と内部統制監査を分けて記載する場合
	（１）監査意見

　　財務諸表・連結財務諸表監査：無限定適正意見

　　内部統制監査：無限定適正意見


記載例
	(2)無限定適正意見以外の意見又は意見を表明しない場合の理由

該当事項なし。



(10)　ｂ　「審査の状況」には、審査の対象、意見審査の結果及び意見審査において特に重要と認められた事項を記載すること。

　「審査の状況」においては、審査の対象として、例えば、監査計画の審査、監査意見の審査など監査全般を通じて審査の対象とした事項を記載することになる。また、「意見審査」については、その結果と意見審査において特に重要と認められた事項を記載するが、一般的な重要事項を記載する趣旨ではなく、当期の監査に係る意見審査において特に重要と認められた事項を記載する。
（JICPAジャーナル　No.573　APR. 2003 監査証明府令等の改正について）
記載例
(3)審査の状況
例1
	（１）審査の対象　監査計画、監査の実施状況、監査意見

（２）意見審査の結果　監査意見の表明について同意を得た。

（３）意見審査において特に重要と認められた事項　特に記載すべき事項はない。

	例2

	　当事務所の審査規程等に基づいて監査継続の検討から意見表明に至るまで適時に審査を受審しております。意見審査の結果、審査員の同意が得られており、意見審査において特に重要と認められる事項はありませんでした。

	例3

	　当事務所の審査規程等に基づいて意見審査を受審しております。その結果、審査員の同意が得られており、意見審査において特に重要と認められる事項はありませんでした。


９．追記情報に関する事項
追記情報がある場合その旨と事由を記載すること。
内部統制監査報告書に追記情報がある場合にも記載すべきですので、ご留意ください。

追記情報の内容区分
(1)　継続企業

(2)　会計方針の変更

(3)　偶発事象

(4)　後発事象

(5)　その他

記載例
	5　追記情報の有無及び事由

　該当事項なし。


（継続企業の前提に関する場合）


	


（重要な後発事象の場合）

	


以　上

会社名及び当該会社の提出した有価証券届出書又は有価証券報告書に付された会社の番号（EDINETコード）を記載すること





本会提出の場合は登録番号の記載にご協力ください。


手書き可





あて先を参考に財務局等を記載


(注)日本公認会計士協会に提出する場合日本公認会計士協会会長あての書類がありますが、財務局等あてのものをご提出ください。





押印すること。


金融庁へ電子申請の場合は電子証明書が押印にかわる





共同の場合は共同監査人の名称を記載すること。


監査人ごとに名称、所在地、電話番号を記載することも可能





共同の場合は共同監査人の名称を記載すること。





会社名に変更があった場合は（）書きで旧会社名を記載すること。





「公認会計士、会計士補、その他」といった区分により記載することも差し支えない





概要を合わせて記載した場合は、備考にその旨記載することが望ましいと思われます。
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